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企業 公的 担 

 

企業課税 概要 

共 税 連邦税 州税 税 税目 税 表 通 あ

2012 全体 6,000 億 う 共 税 71.0 連邦税 16.6 州

税 2.4 税 9.2 税 0.7 い 共 税 規模 大

い 金税 あ い 売 税 輸入付 価値税 査定 得税 い

連邦税 最 多い 税 あ い 税 連 付 税 保険税 い

い 州税 い 最 規模 多い 動産 得税 あ い 相 税

競馬 宝 税 い い 税 い 営業税 大半 占

外 動産税 B 税 5 1程 占 い  

調査研究 表 1 列目 調査 象 目 ○ い 税目 企業

担 税 調査 行い い 調査 象 択 い 税目 納税義 者 企業

あ 税 う 全税 占 割合 超え 税目 あ 産税 全税 占

割合 満 調査 象 え い  
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表 共 税 連邦税 州税 市 村税 項目 税収 移 

100万

ユ ロ

増加率
％

割合
％

共同税 I. Gemeinschaftl. Steuern

賃金税 Lohnsteuer 149,065 6.7 24.8 給 所得者 対 所得税 源泉徴収さ

○ 査定 所得税 Veranl. Einkommensteuer 37,262 16.5 6.2 個人事業所得や賃貸収入等 対 課さ 税 前年度 税額査定 基 く納税

○ 査定 い収益税 Nicht veranl. Steuern v. Ertrag 20,059 10.6 3.3 資本所得 対 課さ 税

○ 源泉徴収税 Abgeltungsteuer 8,234 2.7 1.4 利子 対 課税

○ 法人税 Körperschaftsteuer 16,934 8.3 2.8 企業 収益 対 課さ 税

売上 課さ 税 Steuern vom Umsatz 194,635 2.4 32.4

○ うち売上税 davon: Umsatzsteuer 142,439 2.5 23.7 国内 け 財 サ ス提供 対 課税 課税主体 事業者 食料品等 軽減税率 適用さ い

○ うち輸入付加価値税               Einfuhrumsatzsteuer 52,196 2.2 8.7 輸入品 対 売上税

共同税計 Gemeinschaftl. Steuern insgesamt 426,190 5.6 71.0

連邦税 II. Bundessteuern

○ エネ 税 Energiesteuer 39,305 -1.8 6.6 ガソ ン ガス エネ 課さ 環境税 納税義務者 倉庫所有者やガス生産者等 課税標準 物量単位

たばこ税 Tabaksteuer 14,143 -1.9 2.4 たばこ製品全般 課さ 税

蒸留酒税 Branntweinsteuer 2,121 -1.3 0.4 関税表 っ 指定さ たエチ ア コ 製品 びそ 他ア コ 飲料 対 課税 納税義務者 製造者 く 輸入者

ア コポ プ税 Alkopopsteuer 2 22.9 0.0 ア コ 度数 高い酒 炭酸飲料をミ ス た飲料 課さ 税

発砲ワイン税 Schaumweinsteuer 450 -1.0 0.1 関税表 っ 指定さ た発砲ワイン 対 課税

中間生産物税 Zwischenerzeugnissteuer 14 -8.7 0.0 ア コ 度数 1.25％～22％ ア コ 課さ 税 納税義務者 製造者 く 輸入者

コ 税 Kaffeesteuer 1,054 2.5 0.2 コ 豆等 製造 輸入 対 課さ 税

○ 保険税 Versicherungsteuer 11,138 3.6 1.9 保険会社 け った保険料 対 課さ 税

○ 電気税 Stromsteuer 6,973 -3.8 1.2 電力 対 課さ 環境税 再生可能エネ 非課税 納税義務者 電力供給者また 自家発電者

○ 自動車税 Kraftfahrzeugsteuer 8,443 0.2 1.4 道路交通網整備 た 自動車及びオ イ 保有 対 課さ 税 納税義務者 保有者

航空税 Luftverkehrssteuer 948 4.8 0.2 財政改革 一環 年 導入さ た環境対策税 イ 国内 主 旅客便 対 課税 航空会社 納税義務者

核燃料税 Kernbrennstoffsteuer 1,577 70.9 0.3 原子力発電所 運転期間延長 た 導入さ た税

○ 連帯付加税 Solidaritätszuschlag 13,624 6.6 2.3 東独支援 た 導入さ た税 あ 所得税額 び法人税額 付加さ

輸入課税 pausch. Einfuhrabgaben 2 2.6 0.0

そ 他連邦税 sonstige Bundessteuern 0 0.0 0.0

連邦税計 Bundessteuern insgesamt 99,794 0.7 16.6

州税 III. Ländersteuern

○ 財産税 Vermögensteuer -1 . 0.0 国内 個人 び法人 純資産 対 課さ 税

相続税 Erbschaftsteuer 4,305 1.4 0.7 相続財産 課さ 税

○ 動産 得税 Grunderwerbsteuer 7,389 16.1 1.2 イ 国内 動産を 得 た時 課さ 税

競馬 宝く 税 Rennwett- und Lotteriesteuer 1,432 0.8 0.2 競馬主催者 対 課さ 税

消防税 Feuerschutzsteuer 380 4.1 0.1 消防体制強化 た 火災保険料 対 課さ 税

税 Biersteuer 697 -0.8 0.1 対 課さ 税 納税義務者 製造者また 輸入者

州税計 Ländersteuern insgesamt 14,201 8.4 2.4

市町村税 IV. Gemeindesteuern

○ 営業税 Gewerbesteuer (100 v.H.) 42,345 4.8 7.1 営業収益 対 課さ 税

○ 動産税 Grundsteuer A 375 2.0 0.1 農業及び林業 供さ い 動産 係 税

○ 動産税 Grundsteuer B 11,642 3.0 1.9 上記以外 民間部門 土地 建物 係 税

そ 他市町村税 Sonstige Gemeindesteuern 1,037 17.0 0.2

市町村税計 Gemeindesteuern insgesamt 55,398 4.6 9.2

関税 V. Zölle

関税 Zölle (100 v.H.) 4,462 -2.4 0.7

合計 Steuereinnahmen insgesamt 600,046 4.7 100.0

概要
調査
対象

税目 イ 語

2012

 
出 Finanzbericht 2014 
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1 企業所得課税 

企業所得課税 概要 

企業 得課税 連邦税 法人税 税 営業税 前述 通

業形態 資 会社 人的会社 個人 業主 大 出来 営業税

い 業形態 わ 課税 象 国税 法人税 課税 資 会

社 あ 人的会社や個人 業主 得税 課税

え 連 付 税 課 い  

 

表 課税措置 構  

 株式 

会社 

AG 

限 

会社 

GmbH 

限 

任 

業 

会社 

UG 

株式 

合資 

会社 

KGaA 

合  

会社 

OHG 

合資 

会社 

KG 

民法  

組合 

GbR 

個人 

業主 

形態 資 会社 人的会社 

国税 法人 得  

法人税 

個々 出資者  

得税 

得税 

地方税 営業税 営業税 営業税 

注  間売 25 万 利益 2 万 5,000 超え 合 会社

商業 行う必要 あ  

資料  易 投資振興機 GTAI 参考 作  

 

資本会社 

前述 通 資 会社 得 連邦税 法人税 Korperschaftsteuer

税 営業税 Gewerbesteuer 連邦税 連 付 税 Solidaritatszuschlag

出来  

法人税率 15 あ 課税標準 当期利益 計算 課税 得  

連 付 税 東 支援 目的 創設 税 あ 1997 7

1 間 い 個人 得税 法人税 付 税 税率 7.5 徴 い

1993 1994 徴 1995 再 徴 1998 降

税率 現行 法人税 5.5 引 い  

営業税 Gemeinde 主要 源 あ 1997

営業税 営業資産税 営業 益税 2 種類 い 1998 前者 廃

者 い 営業税 来的 税 1970 降 税 一部 連

邦 府や州 府 配 い 営業税 課税標準 法人税 課税 得 算及 減
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算 算出 営業 益 い 営業 益 算 目

債 利息 25 動産 支払い 料 借料 5 動産 借料 5

料 6.25 等 あ 営業税 課税標準 全国一 基準 用い い  

営業税 営業 益 営業税 課税 得 基準税率 率 基

準税率 3.5 個人 業主等 軽減税率 適用 率 裁

決定 い 2003 率 自 設定 率 0

＝営業税率 0 自治体 2003 最 率 200 設定

回 率 設定 営業税 率 均 400 あ  

法人税 均値 約 30 率 自治体

大 異 最 率 200 地域 法人税率 23 弱

企業誘 目的 地方部 率 い 自治体 多 逆 都 部

率 高い傾向 あ 実 地域 人 規模 営業税 率

人 規模 大 地域 営業税 率 高 い 見 率

幅 あ 人 万人 地域 275 ～520 い  

 

表 法人税率 課税標準 

税目 税率 課税標準

法人税 15％
当期利益
算定さ た課税所得

営業税
基準税率：3.5％
×乗率 ※

営業税
課税所得

連帯
付加税

5.5％ 法人税額

 

※ 率 自治体自 裁 決定 あ 最 率 200 い 率
均値 400 程  

出 菱東 UFJ銀行 投資   

 

表 法人税 計算例 

法人税額 計算例

課税所得 100

法人税 100×15％ 15

営業税 100×3.5％×400％ 14

連帯付加税 15×5.5％ 0.83

法人税額合計 29.83 ％

※ 営業利益 法人税 課税所得 営業税 課税

所得 仮定

 



 89 

 

表 人口規模 営業税乗率 

200

250

300

350

400

450

500

550

20,000   200,000   2,000,000   

人口 対数目盛

営業税乗率 ％

 

出 商 会議 DIHK  

注 人 万人 地域 出 
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州 営業税 率 均値 全体的 西 圏 州 営業

税 率 高 東 圏 州 い傾向 あ や

都 州 営業税 率 高 設定 い 傾向 確  

 

表 州 均営業税乗率 2012  

 

出 fact fish, Trade Tax Atlas http://www.factfish.com/trade-tax-atlas 

 

http://www.factfish.com/trade-tax-atlas
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周辺 営業税 率 営業税率

高 周辺 率 い 確 営業税 率

420 39 構 部 Ludwigsburg 地 均営

業税 率 361 31 構 東部 Rems-Murr-Kreis 地

347.2 44 構 部 Esslingen 地 357.4 26 構

西部 Böblingen地 357.4 い  

 

表 周辺 営業税乗率 2012  

 

出 fact fish Trade Tax Atlas http://www.factfish.com/trade-tax-atlas 

 

http://www.factfish.com/trade-tax-atlas
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周辺 趣 やや異 い

営業税 率 440 周辺地域 400～440 程 地域 多

中心地 周辺 間 営業税 率格差 生 い い  

 

表 セ 周辺 営業税乗率 2012  

 

出 fact fish Trade Tax Atlas http://www.factfish.com/trade-tax-atlas 

 

 

人的会社 個人事業主 

人的会社 個人 業主 連邦税 法人税 課 わ 出資者

得税 課 体的 課税 象 入 会社全体 算出

出資 応 出資 配 得税 課 得税率 的

あ 55,881 超え 場合 最高税率 42 課 得税

5.5 連 付 税 算  

人的会社 営業税 課税標準 3.8 倍 得税 出来

営業税 率 均値 400 程 仮 立地 い 営業税 率 380

あ 営業税 全 得税 営業税 担 実

相殺  

 

http://www.factfish.com/trade-tax-atlas
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企業所得課税改革 変 2008 法人税改革13
 

国税法人税率 1977 降 留保利益 法人税率 56 配当

法人税率 36 維持 1993 場統合 向 法人

税 改革 行わ 企業 担 い国 あ 場統合 空洞

食い 1990 留保利益 法人税率 50 引 配

当 法人税率 維持 1993 減税 行わ 留保利益 法人

税率 45 配当 法人税率 30 引  

統合 企業 立地環境改善 高 中

1999 大規模 減税 行わ 留保利益 法人税率 40 引

2000 1999 定 減税 書

減税 行わ 配当利益 2 1 総 得 算入

え 2001 留保利益 法人税率 配当 法人税率 共 25 設

定  

2000 改革 国税法人税率 大 引 地方

法人税 あ 営業税 味 法人 税 担率 約 38 あ 諸国

比較 非常 高い水準 あ 2008 改革 目税率 引

立地競 力 高 共 課税 大 税 確保

意 2008 法人税改革 目的 4 掲 い 14
 

 

2008 法人税改革 目的  

企業立地 魅力 高 企業 租税操作  

資 会社 人的会社等 企業形態 い 担 中立性 確保  

税 定 課税 透明性 向  

個人資産 資 得課税改革 

 

2008 法人税改革 営業税 法人税 合計 担 30 抑え 目指

体的 国税 法人税率 15 引 共 営業税 基準税率

5 3.5 引 15 法人税率 引 共 課税 大

い 体的 法人税 得税 営業税 算定 い 営業税 担 費用

計 支払利子 減価償 費 費用算入 限 え

                                            
13 述 半谷 2009 税 改革 潮流 千葉商科大学 View & Vision

満 2009 2008 企業税 改革 中央大学 経 学論纂 2005 現

地方税改革論 経 評論社 省 金融統計 報 参照 い  
14 Bundesministerium der Finanzen 2007  Die Unternehmesteuerreform 2008 in 

Deutschland 
15 得税 課税 人的会社 い 2008 法人税改革 前 営業税課税標準 1.8

倍 得税 い 改革 3.8倍 結果 多 人的

企業 営業税 担 全 得税  



 94 

体的 費用 算入限 支払利子 30 限 100 万

純支払利子 全 得 共 漸減的減価償 廃

体的 来 動産 減価償 い 定率法 漸減的減価償 用

い 動産 動産 問わ 定 法 減価償 う

来 得原価 410 少 資産 い 得 時償

い 範 150 資産 い 時償

形  

営業税算定 利潤 算要素 変更 え い 資 会

社 法人税 課税標準 人的会社 得税 課税標準 長期債 利子

50 営業税 課税標準 え い 2008 改革 降 長期 短期 問

わ あ 債 利子 25 動産 支払い 料 借料 5 動産 借料

12.5 料 6.25 等 営業税 課税標準 算 目 い  

改革 純減 規模 50.2 億 算定 い 連邦経 術省

や 州 省 2008 法人税改

革 純減 用意 源 約 50 億 限 法人税率 引

300 億 減 足 250 億 課税標準 大

必要 あ あ  
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表 国税法人税率 移 

 留保利益 対  

法人税率 

配当利益 対  

法人税率 

1977  56  36  

1990  50  

1993  45  30  

1999  40  

2001  25  

2008  15  

出 半谷俊彦 2009 税 改革 潮流 千葉商科大学 View & 

Vision 作  

 

営業税改革 変 16
 

営業税 い 1960 地方税 担 均衡 大等 問

顕 1964 3 連邦 相 改革委員会 委員会

立 1966 1 最終勧告 勧告 提出 改革委員会

改革 主要 課 い 勧告 営業 益

税17 指摘 い  

 

勧告 指摘 い 営業 益税  

得 追 担 い  

少数 納税者 担 中 い  

税 気感応 強い 

地方自治体 課税力格差 大 い 

営業税率や地方公共 差 企業 競 条件 響 え  

近 国家 い 種 税 持 国 少 い 

 

勧告 改革 主要 通 あ  

 

勧告 改革 主要  

営業 益税 廃 営業資 税 金 税 修 全 大  

                                            
16 述 半谷 2009 税 改革 潮流 千葉商科大学 View & Vision

満 2009 2008 企業税 改革 中央大学 経 学論纂 2005 現

地方税改革論 経 評論社 省 金融統計 報 参照 い  
17 1966 当時 営業税 課税標準 営業 益 営業資 金 2 前者 課税標準

営業税 営業 益税 い 州 府 許 あ 支払 金 課税標準

営業 金 税  
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営業 益税廃 得税 入 補填  

 

営業 益税 廃 伴 営業資 税 金 税 提案 い

資 税 金 税 課税標準 定的 あ あ  

勧告 税 活 議論 行わ 1969 7

改革法 立 改革法 得税 14 源 保証

配 営業税 約 40 連邦 州 納付 盛 込  

1979 租税改革法 施行 租税改革法 1980 営業

金 税 廃 減 補填措置 得税 参 比率 引 14 →

15 営業税納付金算定 租税基準 引 営業税 課税最 限 引

盛 込  

う 改革 伴 営業税 気感応 高い税

営業税 改革 提案 う 1986 提案 税 改革法

草案 支払 金総 営業税算定 算 目 活 提案

営業税 近い形 想定 い 一方 経 界 営業税 廃 求

営業税改革 紆余曲 経 1997 連邦議会 参議院 調停委員会 合

意 1998 1 営業資 税 廃 減 策 売 税 入 2.2

配 決定 1997 営業税改革 営業税 課税標準 外

形標準的 要素 利益 税 営業税率 決定

自 的 行え 売 税や 得税 税率決定 い

自 的 運営 余地  
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表 法人税改革 移 

 国税法人税 営業税 

1969   営業税 一部 営業税納付金 

連邦 州 補 源 

得税 参 開始 

1969 改革法  

1980   営業 金 税 廃  

1979 租税改革法  

1990  1990 留保利益  

法人税率 50 引  

 

1993  留保利益 法人税率 45

配当 法人税率 30  

引  

 

1998   営業資 税 廃  

売 税 参 開始 

1999  留保利益 法人税率  

40 引  

 

2001  留保利益 配当  

法人税率 共 25  

 

2004   営業税納付金 削減  

営業税 配 増  

2008  法人税率 15 引  営業税率 基準税率 5  

3.5 引  

出 満 2005 現 地方税改革論 経 評論社 半谷俊彦

2009 税 改革 潮流 千葉商科大学 View & Vision 等

作  

 

法人税 対 各機関 認識  

法人税 各機 連邦 府 州 府 府 民間 識や 整理

う 指摘  

第一 魅力的 立地 実現 2008 法人税改革 あ 2008 法人税

改革 法人実効税率 引 立地 魅力 高 大

眼目 課税 大 利益 国外移転 防 や 営業税

課税 大 定 目的 い

現地 連邦 府 州 府 民間企業団体等 言及 あ あ  

第 2008 法人税改革 評価 あ 民間 企業団体 2008 法人税改革
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評価 声 い 改革 法人実効税率 EU 中 中

い 一部 州 府 法人税改革 い措置 評価

い 一方 や 策 維持

法人税改革 い いう 連邦 府 意見 あ  

第 営業税 あ 方 い あ 営業税改革 変 前述 営業税

益税 色彩 強 都 部 営業税 益税

間 課税競 や 均衡 誘 い 懸念 示 い

2008 法人税改革 営業税 物税的性格 強 都 部 肯

定的 意見 表明 い 一方 企業誘 観 営業税 担 抑

効果的 策 指摘 い  
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表 法人税 関 各機関 認識  

連邦 府 州 府 市 府 民間 

 2008 法人税引 300 億

減 用意

源 50 億

固定資産 償 方法 変更

や 税金 支払い 猶

等 源

経済技術省  

 海外直接投資 誘 や 課税

防 い 力 い

経済技術省  

 企業優遇税 特 行 い い

2008 法人税改革 課税

大 う 優遇税

縮減 経済技術省  

 国 的 見 法人税率

出来 い 経済

技術省  

 2008 法人税改革 企

業 環境 改善 目的

務省  

 州 府 企業誘 租税 策

用い 能 BW 州

経 省 NRW州 省  

 税 産業 策 一体的 運用

EU 競 法 指摘

あ 運

用 い BW州 務経済省  

 2008 法人税改革 目的 会

社形態 課税

行う 利益 国外移転 防

BW州 務経済省  

 

個 税 当局 応

い BW州 務経済省  

 2008 法人税改革 法人税率

引 課税 大

立地魅力 高 意味

い措置 法人税率 引

州 入 減

利益 国外逃避 減

NRW州 務省  

 現 営業税 業部 課税

い 営業税

一種 貸料 入

業税 現 形態 都

誤 現 形態

競 や 均衡 生

う 都市会議  

 営業税 あ 各都

企業 姿勢 示 出来

廃 いう議論 間

い 都市会議  

 動産税 用い い 土地

価格評価 憲 う

わ い 都市会議  

 2008 法人税改革 目的

定 要素 課税

込 定

源 確保 う

セ 市  

 企業 国 的 競

公的 担 抑 い

IHK  

 2008 法人税改革 評価 い

IHK  

 2008 法人税改革 EU 全体

中 中

担水準 BDA  
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2008 法人税改革 評価 関 研究 

2008 法人税改革 い 学術的 研究 行わ い  

Radulescu and Stimmelmayr 2010 動学的 CGE 応用一般均衡 構築

2008 法人税改革 響 評価 い 析 結果 改革 課税 大

結果 逆 企業 限界実効税率 昇 指摘 い  

Finke et al. 2013 企業 用い 2008 改革

評価 行 い 2008 改革 課税 大 支払利子 減価償 費

費用算入 限 い 2008 企業 借入需要 高

時期 あ 気 環的 気 大 効果 持

い い 税 響 析 改革 減

少 効果 持 い 長期的 税 中立的 い  

Brandestetter and Jacob 2013 企業 用い 2008 法人

税改革 設備投資 え 響 析 い 析 結果 法人税改革 国 資 企業

設備投資 増 確 改革 目的 利益 国外移転

防 効果 確 い  
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表 2008 法人税改革を評価 関 研究例 

 概要 分析結果 

Radulescu 

and 

Stimmelmayr

2010
18

 

動学的 CGE 応用一般均

衡 用い 2008

法人税改革 響 評価  

2008 法人税改革 企業 限界実効税率 逆

引 効果 持 い  

Finke et al.

2013
19

 

企業

用い 2008

法人税改革 響 評価  

2008 気 期 外部 資金調 需要

高 い 時期 課税

大 気 環的 響 え

特 響 益性

債 比率 高 資 約的 企業 改

革 税 約 20 長期

税 中立的 響  

Brandestetter 

and Jacob

2013
20

 

企業

用い 2008 法人税改

革 設備投資 え 響

析  

2008 法人税改革 外資系企業 比

国 資 企業 設備投資 増 効果

い  

 

 

2 企業優遇税  

企業優遇税 全体像 

租税支出 GDP比 国 比較 租税支出 GDP比 0.7%程

あ 一方 7.0 韓国 2.5 2.0 4.6

12.8 6.0 租税支出 国 的 見 最

い水準 あ 策手段 租税特 措置や優遇税

あ 行わ い い  

資 得税 見 配当 租税支出 あ 企

業支援策 策減税 利用 い い  

 

                                            
18 Radulescu and Stimmelmayr 2010 ” The impact of the 2008 German corporate tax reform: 

A dynamic CGE analysis” Economic Modelling 
19 Katharina, Heckemeyer, Reister, and Spengel 2013 ” Impact of Tax-Rate Cut cum Base-

Broadening Reforms on Heterogeneous Firms: Learning from the German Tax Reform of 2008” 
FinanzArchiv 
20 Brandestetter and Jacob 2013 ”Do Corporate Tax Cuts Increase Investments?” 
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表 租税支出 国 比較 

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

2004 2006 2006 2006 2008 2006 2008

韓国

所得税 外

給付 税 除

資本所得税

所得税

租税支出対GDP比：％

 

出 OECD (2010) Tax Expenditures in OECD Countries 

 

表 租税支出 国 比較 細  

韓国

2004 2006 2006 2006 2008 2006 2008

所得税 Income Tax) 5.16 0.26 1.75 1.06 1.41 4.90 5.21

一般減税 General Tax Relief 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00

所得 失業者 Low-Income Non-Work Related 0.02 0.00 0.03 0.00 0.04 0.09 0.11

職者 Retirement 1.68 0.00 0.02 0.06 0.17 2.32 1.02

用 Work Related 0.39 0.03 0.03 0.06 0.01 0.15 0.07

教育 Education 0.12 0.00 0.12 0.06 0.00 0.00 0.13

医療 Health 0.27 0.00 0.29 0.00 0.00 0.00 1.05

宅 Housing 0.20 0.18 0.05 0.05 0.41 1.20 1.05

産業振興 General Business Incentives 0.41 0.00 0.68 0.48 0.52 0.77 0.41

研究開発 R&D 0.24 0.00 0.15 0.07 0.03 0.04 0.09

特定産業 Specific Industry Relief 0.05 0.01 0.18 0.18 0.04 0.11 0.23

政府間関 Intergovernmental Relations 1.55 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.63

寄付 Charity 0.21 0.00 0.13 0.09 0.02 0.09 0.33

そ 他 Other 0.02 0.00 0.02 0.01 0.17 0.12 0.09

資本所得税 Capital Income Taxation 0.62 0.04 0.00 0.00 0.16 3.07 0.70

加 償却 Accelerated Depreciation 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.40 0.35

金利 Interest 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01

配当 Dividends 0.27 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02

ャ Capital Gains 0.35 0.00 0.00 0.00 0.16 1.65 0.33

給付 税 除 Make Work Pay Provisions 0.01 0.00 0.01 0.04 0.74 0.35 0.06

所得税以外 Non-Income Tax Related 1.16 0.45 0.72 0.90 2.25 4.47 0.00

合計 Total 6.94 0.74 2.48 2.00 4.55 12.79 5.97  
出 OECD (2010) Tax Expenditures in OECD Countries 
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連邦 省 一 連邦 府 補 金 策減税 い

い 21 策減税 連邦 府全体 15 億 程 大 い

産業向 半 強 占 い 補 金 策減税 規模 近

一定 移 い  

前述 通 連邦 州 徴税 い

税 連邦法 定 い 租税支出 い 連邦 主

握 い 考え 現地 州 府 企業誘 租税

策 求 能 州 経 省 や 州 自 企業

優遇税 い 税 立法 連邦 あ 州 立法 い

州 省 いう あ 州 租税支出

作 い い 考え  

 

表 連邦 府 補助金 策減税 内訳 2014 ： 万  

補助金 減税 合計
食品 農業 消費者保護 Food, agriculture and consumer protection 636 540 1,176

産業 Trade and industry 3,461 8,313 11,774

鉱業 Mining 1,290 - 1,290

ｴﾈﾙｷﾞｰ効率 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ Energy efficiency and renewable energy 945 - 945

技術 補助金 Technology and innovation subsidies 521 - 521

特定産業支援 Assistance for specific economic sectors 24 - 24

地域構造対策 Regional structural measures 398 155 553

そ 他 Other measures 283 8,158 8,441

運輸 Transport 561 2,062 2,623

宅 Housing 1,337 135 1,472

貯蓄 投資 セ Savings and investment incentives 300 624 924

そ 他 Miscellaneous financial assistance and tax benefits - 3,867 3,867

合計 Total 6,295 15,541 21,836  
出 Federal Ministry of Finance, 24

th
 Subsidy Report of the Federal Government 

 

 

策減税 減税規模 10 目 い 整理 表 あ 10 目

2014 連邦 減税規模 108.1 億 あ 全体 減税規模 155.4

億 約 70 占 い  

大 減税 目 文 連 付 価値税減免 あ 全体

減税規模 36.3 億 や新聞等 文 連 い

付 価値税 減免 行う措置 あ い 大 減税 目 あ 減

税規模 26.3億 あ  

降 目 多い 電力 軽減措置 あ 経営者団体連盟

BDA 指摘 い 原子力 電 全廃

                                            
21 Subventionsbericht der Bundesregierung 
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再生 能 転 決 い 電力価格 昇

い 約型産業 電力 減免措置 行わ い

表 策減税 電力 軽減措置 数多 盛 込 い  

石燃料 補 約 65 租税支出 わ 環境税 減免 形 措

置 22 製造業 場合 環境税 税率 則税率 75 程 軽減 い 23

う 環境税 還付措置 2012 失効 定 2012 法改

2022 延長 24 表 示 い 通 形 環境

税 減免 行わ い 企業 担 環境税率 種類や

属性 租税支出 目的等 異 い う 減免措置 外

部 経 水準 応 い い OECD 2012

効率 や環境 担 軽減 整合的 形 租税支出 改 将来的 廃 求

い 25 環境税 租税支出 EU 隠 補 金 い 異議

申 立 い 仮 異議 約型産業

大 響 及 考え 26
 

前述 通 漸減的減価償 や少 資産 時償 等 優遇税 2008 法

人税改革 縮減 い  

 

                                            
22 OECD 2012 ”OECD Economic Surveys Germany February 2012” 
23 渡辺富久子 2013 製造業 環境税還付措置 効率 外国 立

法  
24 渡辺富久子 2013  
25 OECD 2012  
26 経営者団体連盟 策 転 治的 決定 あ

覆 い 考え い う 転 滑 実現 心 移

い 現状 利害 異 州や 含 調整 経営者団体連盟

懸念 持 い あ  
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表 策減税 10項目 2014 ： 万  

内容 合計 連邦

1 文化関連 付加価値税減免
Reduced rate of the VAT for cultural and

similar services
本や新聞等 対 軽減 3,630 1,937

2 Shift bonuses
休日 深夜勤務 避 い業態
お 割増賃金 減免

2,625 1,116

3 電力税 軽減
Tax relief for business enterprises most

severely affected by electricity duty

特定 お 製造業 税
減免

2,000 2,000

4 発電 対 電力税 軽減 Energy duty relief for electricity generation
以 発電設 あ 場合 税
減免

1,800 1,800

5 減税 Reduced tax rate on renovation work
や維持等 施工

関 税 減免
1,520 646

6 私的 金 対 補助
Subsidy of private pensions through

premiums
金制度 1,150 489

7 公的輸 対 減税 Reduced tax rate on public transport
公的輸 対 減税 公共
交通 増加 抑制

1,100 587

8
以 電力消費 対 税

減免
製造業や農林水産業 対 税 減
免

1,000 1,000

9 宿 業 お 付加価値税 減免
Reduced tax rate on overnight

accommodation from 1 Jan 2010
宿 業 付加価値税 7％ 引 965 515

10 特定 セ 減税 Reduced rate for specific processes
E 内 競 力 確保 た 電力
使用 減免

720 720

項目

 
出 Federal Ministry of Finance, 24

th
 Subsidy Report of the Federal Government 
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研究開 税  

前 OECD 示 い 通 研究開 税 措

置 い い 表 各国 研究開 税 い 整理

何 形 研究開 投資 優遇税 措置 い

研究開 税 措置 講 い い 税

直接 置 い 直接支援 置い 研

究開 策 い 現地 確 い  

 

 

表 各国 研究開 税  

 増加型 
総 型  

増加型 
損金算入 

中小企業へ

優遇措置 
除限度  

日本  ○  ○ ○ 

 ○    ○ 

  ○ ○ ○  

      

      

出 OECD Science, Technology and Industry Outlook 2012 

注 OECD 研究開 税 い国 類 い
菱 UFJ 2013 企業
行 企業 公的 担 あ 方 調査報告書 東 都主税局委 調

査 研究開 費用 得 能 あ 載 い い
OECD 研究開 税 定義 い あ 考え  

 

 

表 研究開 税 関 連邦 府 州 府 現地  

◆連邦経済技術省 

 研究開 税 い う 間接的 支援 直接的

支援 置 い  

 

◆ 州 務省 

 研究開 税 い 府 研究開 支援 研究開 中身 府

把握 あ 税 出来 い  
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EU域内 企業優遇税 対 考え方 

税 27 特許 特定 知的 産 生 得 法

人税 軽減措置 あ 知的 産 移動性 高 海外 移転 や い

税 入 企業 国 い 知的 産 保

高 い い 10 間 EU 6 国

税 入 い  

特 税 批 的 見解 い

現地 連邦 省 税 租税競 誘 や い

懸念 持 い 税 税率 い国 利益 移転

行わ や 特 入 う い 税

自国 外 生 出 無形資産 料や特許料 象 含 企業

利益移転 誘 懸念 い  

外 国 優遇税 批 い 得

税 あ 個人 得税 課税率 個 交 決

個人 得税 課税率 法 決 勝手 個人 決 考え

い  

 

 

3 付加価値税 売 税 輸入付加価値税28 

付 価値税 EU 全 盟国 徴 課税 EU 盟国 統一

い EU 域 付 価値税 最 標準税率 15 定 い

付 価値税率 19 食料品 水 水 新聞 雑 等 7 軽減税率

適用 い  

付 価値税 来 売 税 改 形 1968 入 入時

付 価値税 標準税率 10 軽減税率 5 付 価値税率 徐々 引

2007 現 標準税率 19 軽減税率 7 い  

付 価値税 課税 象 償 売 提供 あ 付 価値税 納税

義 者 営業 職業活動 立 行う者及 輸入者 い 納税義 者

商品 金 業者 最終消費者 付 価値税

納税 義 あ  

輸入品 様 付 価値税 課 輸入付 価値税 売 税 い

                                            
27 税 概要 い JETRO 2013 欧州 税 参照

い  
28 節 菱東 UFJ銀行 2011 投資  池 良一 2010

出企業 会計 税 会社法 経営 参考 い  
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表 付加価値税 日独比較 

日本

施行 1989 1968

納税義務者
資産 譲渡等 行う事業者

及び輸入者
営業 た 職業活動 独立 行う者

及び輸入者

標準税率 5％ 19％

軽減税率
食料品 水道水 新聞 雑誌 書籍 旅

客輸 宿 施設等 7％

非課税
土地 譲渡 賃貸 宅 賃貸 金
融 保険 医療 教育 福祉等

動産 引 賃貸 金融 保険 医療
教育 郵便等

 

出 省 

 

い 提供 場 い 付 価値税 課

い 2010 施行 い 付 価値税法 規定

業 い 益 業者 経 活動 い 場

提供場 規定 い 規定 う 例外 あ  

 

 動産 連 当 動産 地 提供場  

 輸 手段 短期的 当 輸 手段 場 提供場  

 等 売 食 等 供 場 提供場  

 旅客輸 行程 基準 

 

付 価値税 入 載 税

形 い  
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表 付加価値税 度 日独比較 

国   
参考 日本 

請求書等保 方式  

入税  

除 

保 要件  

載 税 を 除  

帳簿及び請求書等 保 要件  

入 等 係 税込価 一括

割 戻 形 税込価 ェ

4/105 計算 た消費税 を 除  

行資格

義務者 

事業者  

※ 免税事業者 税 載不可  

請求書等 行者 限   

載事項 

 日  

 付加価値税 録番   

 供給者 所 氏   

 行番 連続番   

 顧客 所 氏   

 貨 内容  

 税抜対価  

 適用税率 税  等  

請求書等 載事項   

 日  

 書類 作成者 氏 又 称  

 書類 交付を 当 事業

者 氏 又 称  

 資産又 役務 内容  

 税込対価  

※ 税 載 任意  

免税事業者

 

入  

税 載 いた

入税 除 い  

免税事業者 税 載 た場合

税 除不可  

当 免税事業者 載税

納付義務あ   

免税事業者 行 た請求書等

場合 税 除を容認  

出 省 

 

4 環境税 税 び電力税 29 

気候変動枠組条約 策定 前 1990 CO2 削減 目的 省

庁 断 組 始 策面 環境問 視 環境税 入 転機

1994 経 研究 調査委 一般的 経

的効果 観 環境税 入 い 調査結果 報告 あ

                                            
29 節 環境省 地球温暖 策 税 い 渡辺富久子 2013 製

造業 環境税還付措置 効率 参考 い  
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報告書 税 産業部門 金保険料 用者 担 引 通 還

元 民生 家庭部門 一括補 金 還元 策 前提 検討 い  

あ 教民主 盟 環境税 入 い 約束 い

1998 挙 敗 交 行わ 新 社会民主党 緑 党

連立 足 首相 誕生 い 連立 組織 当

社会民主党 緑 党 連立 策協定 結 環境税 入 一環 1999

環境税 改革 入 法 Gesetz zum Einstieg in die ökologische 

Steuerreform 基 実現 い 法 1930 創設 鉱油税

石油 暖 油 然 LPG 灯油等 課

税 増税 電力税 新設  

環境税 入 目的 燃料 電力 課税 消費 節約

環境税 公的 金保険料率 引 労働 軽減 労働 場 状

況 改善 風力 陽 再生 能 転

あ 環境税 述 電気税 新設 動力用 暖 用

鉱油税 引 実施 い 環境税 1999 降 2003 段

的 引 税 90 弱 金保険料 源 再生 能

開 環境 策 利用 い  

環境税 大部 金 源 繰 入 環境税 入 伴 金保険料

引 金保険料率 1998 労使あわ 20.3

2003 19.5 引 い 環境税 入 降 2003 段 的

引 行わ 1999 2003 環境税 金保険料 変

通 あ 表  

2006 鉱油税 税 改組 石炭 課税 象 え 措置

い  
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表 環境税 税率及び 金保険料 移 

€ 
～99 99 2000 2001 2002 2003

環境税 引

/kWh 1.02 1.28 1.54 1.8 2.05 2.05

L 31.7 34.77 37.84 40.91 43.98 47.04 15.34

L 50.11 53.18 56.25 59.32 62.39 65.45 15.34

軽油 L 4.09 6.14 6.14 6.14 6.14 6.14 2.05

油 kg 1.53 1.53 1.79 1.79 1.79 2.5 0.97

43億 88億 118億 143億 186億

実数( ) 20.3 19.5 19.3 19.1 19 18.8

前 差( ) 0.8 0.2 0.2 0.1 0.2 ▲1.5

電気

動力

暖

環境税

金保険料率

 

注 99 降 各 1 時 あ  

注 2003 税 見込 あ 43 億 約 千億 186 億

約 千億 あ  

注 金保険料率 外 環境省資料 基  

資料 環境省 地球温暖 防 税 及 連 施策 大阪 戸

連邦共和国総領 館 環境 術 民 環境 国  

 

環境 荷 減 用 結 付 配当 い

う 用 背 90 直面 い 用問 あ

給 得者 企業 担 金保険料率 GDP 比 20 超え

用 企業 担 大 用 妨 い い 批 あ

環境税 入 担 求 一方 給 得者 企業 方 担 金

保険料 軽減 企業 用 環境 確保 目的  

環境税 入 産業界 抵 激 特

経 研究 報告書 中 担 大 明確 あ 鉄鋼や 学 約型産業

強い あ 環境税 入 製造業や農業 中心 様々

減免措置 講 い う 減免措置 あ  

 

表 企業 対 減免措置 

1. 1. 電用燃料 環境税 改革 伴う石油税増 非課税 

2. 間消費 50MWh 超え 操業用電力 通常 20 税率 適用 

3. 製造業 暖 用燃料 環境税 改革 伴う石油税 増 免  

4. 間消費 50MWh 農業 林業 軽減税率 適用 環境税 改革 伴う石油

税 増 間 1000DEM 超え 場合 80 還付 

5. 約型産業 電力税 担あ い 電力税 環境税 改革 伴う石油税 増

合計 企業 用保険料総 1.2倍 超え 場合 保険料率 減  

6. 約型産業 環境税 改革 伴う増 間 1000DEM 超え 還付 

資料 環境省 諸外国 温暖 策税 概要  

 

う 徐々 大 環境税 現地 既 企業等 意識

い 例え 経営者団体連盟 税 入

時 特 大 議論 あ いう 憶 税 入 社会保険料 担
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軽減 う 措置 時間 経過 常態 い

いう 象 述 い  

 

5 そ 企業関連税 30 

査定 い収益税 

出資比率 10 満 配当 課税 あ  

 

源 徴収税 利子源 税  

利子 源 徴 税 2009 入 源 徴 課税 個人 金

融資産 得全般 一 入 あ 申告 要 課税 あ 25

得税率 税 5.5 連 付 税 課 合計 税率 26.375

 

総合課税 択 能 あ 資 得 得 合算 総合課税 得

税 税率 25 場合 申告 総合課税 税率 適用  

 

保険税 

保険税 保険会社 領 保険料 課 税 あ 課税 象 保険

生 保険 健康保険 失業保険 外 保険 あ  

 

自動車税 

自動車税 路整備 費用 確保 自動車 保

課 税 あ 納税義 者 自動車 保 者 あ 税率 排出

基準 基 い 設定 い  

実施 2008 経 策 新車 自

動車税 間免税 環境 担 少 い自動車 Euro-5

Euro-631 い 最大 間 免 措置 自動車税 免税措置

2010 12 31 免税措置 終了 伴 州税 自動車税

連邦税 移行 い 自動車税 連邦税 変更 理 移動性資産 課

税 連邦税 一 あ 32  

 

                                            
30 節 省 主要国 利子課税 概要 裕康 2011 利子課税 改革 効

果 駿河 経 論 自治体国 協会 2003 地方自治 経 産業省 23

 企業 地方税 担等 調査 参照 い  
31 自動車 排出 規  
32 府 2009 府税 調査会海外調査報告  

http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/sg5kai5-2.pdf 
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産税 

産税 国 滞 地 個人 国 法人

国 外 全資産 債 純資産 課 税 あ 1995

産税 憲 決 出 1997 廃 い 憲 決 理

土地 評価 過去 価格 あ 資産 現 価格 評価 い わ

税率 一 あ 問 視 あ  

産税 州税 自動車税 規模  

 

不動産 得税 

国 い 動産 得 課税 税 あ 課税標準 契約時

動産価格 あ 動産 引 い 付 価値税 免 動産 得税

課税  

動産 得税 州税 あ 税率 3～5 程 あ 回 あ

州 最近 動産 得税率 5 引 い

州 税 多 確保 目的  

 

不動産税 A B 

動産 得税 州税 動産税 A B 税 あ 率 決定

出来 動産税 A 農業 林業 動産 課 税 あ 動産

税 B 民間部門 土地 建物 課 税 あ  

動産 評価 統一価格 用い い 統一価格 1964 評価法 基 い 算

出 1964 評価法 業用 土地 建物 農業用 土地 建物 家庭用 土

地 建物 更地 い 土地 価格算定法 規定 い 統一価

格 租税算定率 率 掛 動産税 算出  

動産税 基 源 あ 現 動産税 憲 う 問わ い

動産税 格差 大 ～ 倍 差 あ 憲

う わ い 土地 価格評価 部 あ 土地 価格 非常 い価格

1960 評価 使わ 西側 東側 評価方法 異 い  

都 連合体 あ 都 会議 営業税 応益税 求 い 理論的

動産税 応益性 持 税 あ 営業税 応益税 動産税

強 税 応益性 高 いう考え方 あ 得

都 会議 営業税 動産税 替的 税 補完的 税 考え

動産税 強 い 動産税 置い う

会社や 会社 い 土地面積 業 行え 会社

利 物流会社 大 土地面積 必要 会社 利 いう 公

生 う あ 貸物件 持 主 動産税 価格 転嫁
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い 仮 動産税 自動的 家

う 動産税 評価 現実 い 部 注目

望 い 都 会議 動産税 い方 良い 考

え い  

 

6 州 市 村 府 独自 税 

州 省 州 自 企業優

遇税 い 税 立法 連邦 あ 州 立法 い 一方 税

立法 あ 唯一州 限 持 い 税 教会税 策的 利用

出来 い 税 自 税 設 あ  

自 税 入

出来 連邦 州 税金 い

いう条件 付 い 例え 宿 時 税 徴 い あ

都 出来 い 源 足 い い

い 自 税 入 い 電波塔 建 課税や 売春宿 課税

や い あ い 健全

や 必要 い  

 

7 EU企業税 調整 

1 間接税  

2008 企業税改革 中 金利支出 得 限 入 企

業 規模 大 企業 利益 最大

行う う う 個 税 当局

応 い OECD え 電子商 引

い 2015 何 解決策 出 い  

や特許 課税 問 OECD

協議 い 税 い 消極的

あ 一方 積極的姿勢 見 い  

一方 EU い EU 指 Directive 基 各国 国 法 応

求 結果 間接税 特 売 税 い EU

い EU 過去 60 い 何 売 税 課税 象

検討 結果 や 課税 象 EU 指 定

税率 い 各国 設定 形 い 現 EU

指 基 20 売 税 EU 最高裁 EU 指

各国 規定 行 い  
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2 法人税 組  

EU 法人税 統合 向 試  

EU 共通 場 確立 向 組 実施 効率的 場

形 税 統合 検討 例え 1962 Neumark Report や

1970  Van den Tempel Report 法人税 統合 提案 あ 税

統合 盟国 主 著 い 約 え 盟国 得

う 提案 入  

EC EU 移行 2004 新 10 国 盟 2013 28

国 大 い 共通通 入 場統合 一方 欧州 多国

籍企業 盟国 異 税 課税や 昇

EU 大 顕  

欧州委員会 一 場 う 問 2001 税

害 い域 場 向 Towards an Internal Market without tax obstacles 公表

法人税 統合 示 い 欧州委員会 法人税 完全 EU 統合

案 複数 案 検討 盟国 主 考慮 企業活動 滑

方法 法人税 課税標準 統合 案 中心 検討 う 検討

結果 2011 3 16 公表 共通連結法人税 課税標準 Common 

Consolidated Corporate Tax Base: CCCTB あ 案 盟国 税 担当者 2004

2008 掛 検討 欧州委員会 産業界 協議

あ  

 

CCCTB 概要 

提案 い 法人税 表企業 EU 連結法人 得 申告

一定 方法 盟国 配 盟国 決定 法人税率 基 い 法人税

徴 いう あ 但 盟国 入 否 盟国 決定

い  

企業 納税 削減 EU 域 損益通算 能

EU 企業間 引 移転価格税 適用 い 指摘 い

 

連結法人 利益 盟国 配 標準的 方法 連結法人 売 労働 資産

応 利益 等 案 提示 い 法人税 課税標準

売 応 盟国 配 労働 資産 応 配 あ

労働 給 総 業員数 等 い  

 

CCCTB 検討課  



 116 

CCCTB 入 EU 僚理 会 全会一 賛 必要 あ 既 英国

税 統合 姿勢 い 入 能性 い 考え

い う 理 CCCTB い

提案 い 課税標準 配 方法 う 国境 超え 損益通算 響

課税標準 30 減少 述 い 方法 人 規模 大 い国

課税標準 配 大国 利 無形資産や金融資産

特 う 利 あ 明 い う 現

CCCTB 意見 あ 全 盟国 賛 得 国

入 求 場合 EU 条約第 20 条 規定 象国 適用 能

や CCCTB 入 い 一部 盟国

入 能性 あ 考え い  

 

8 動向 

現地調査結果 2008 法人税 い 府や企業団体等 好意的 評

価 い 動向 い 若 温 差 あ 連邦経 術省や連邦

省 国 考え 信頼性 高い や 教育

維持 法人税率 出来 い い 連邦

省 緊縮 目標 掲 法人税率 更 税 減少

建設的 や 方 い 考え い  

州 府 2008 法人税改革 法人税率 引 共 税 複

雑 和 企業 立地 魅力 高 意味 い措置

考え い 国 法人税率 引 行わ 中

税 魅力 再 い 州

省 新 措置 講 必要性 あ 考え い 州

経 省 ～ 間 行 側 統合や効率 あ 法人

税率 更 引 大 2008 法人税改革 逆戻

い い 考え ～ 間 法人税改革 い

想 い  

商 会議 2008 法人税改革 最終的 税 増え

用 大 国 競 力 識 新 い連立 改革

逆方向 行 欲 い 考え い 経営者団体連盟 2008 法人税

改革 担水準 EU全体 中 中 評価 い  

 

営業税 い 偏 性 高 定性 い 各 党 営業税改革 必要性

主張 い 力 改革案 営業税 廃 替 源 確保

あ 得税 税率決定 い 営業税 わ 得税 大
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税 定 課税自治 面 あ

税率決定 あ 付 税 得税 課 力 案 提案 CDU

支持 い 気感応的 営業税 縮 賛 い 税率

決定 あ 替 源 前提 あ 33
 

一方 都 部 連合体 あ 都 会議 少 異 意見 持 い

都 会議 営業税 問 第一 各 企業 業績 わ

行 提供 い 利益 課税 応益的 観

望 い 第 利益 課税 企業活動 行 い

課税 簡 動 出来 う 指摘 い 都

会議 営業税 廃 営業税 あ 各都 企業

姿勢 示 出来 理 い 都 会議 営業税 外形

標準的 形 求 い  

経営者団体連盟 2008 法人税改革 い 課税 大

設備投資 抑 能性 指摘 い 行 担当者 個人的

見解 断 うえ 2008 法人税改革 時 算 象 特定 要素 課税

象 外 述 い  

 

 

                                            
33 段落 国 識者  


